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論 文 内 容 の 要 旨 
【目的】 
マラリア撲滅において殺虫剤処理蚊帳(insecticide-treated bed nets: ITNs)が重要な戦略である。
その成否の鍵となる住民における長期継続使用性について健康信念モデル(the Health Belief 
Model)により検討した。 
 
【対象】 
マラリア撲滅プログラムが進行する南西太平洋ヴァヌアツ 2島嶼を対象とした。アンバエ島では政府
主導による ITN 配布により原虫感染率は減少したが低度の伝播が続く。アネイチュウム島では 1991
年開始の住民主導による集団治療と ITN配布によりマラリア撲滅が達成され維持されている。 
 
【方法】 
アンバエ島ロロフォリ村 91 名およびアネイチュウム島アナルガワット村 354 名に対して質問票によ
る横断的量的調査(the Knowledge, Attitudes and Practices survey)および質的調査(focus group 
discussions, key informant interviews, in-depth interviews)を実施し統合的に分析した。 
 
【結果】 
マラリアに対する怖れ(99%)、重症性(55%)、ITN有益性(79%)と使用志向性(93%)で両島間に差はなか
った。前夜の ITN 使用はアンバエ島(68%)よりアネイチュウム島(73%)で高い傾向があった(有意差な
し)。前者では原虫感染率低下に伴い住民のマラリア予防に対する関心低下が認められたが、後者で
はマラリア撲滅達成後もマラリア再興への怖れ、輸入阻止への動機づけ、健康な生活への期待が相乗
的に住民間の ITN使用を維持していた。両島に共通して、乾季におけるマラリア感染危険性認識低下、
蚊帳使用による体感温度、費用の受益者負担、蚊帳の損傷、吊り困難性が ITN使用への負の因子とし
て、ITN無料配布、有益性に対する知識および啓発活動が正の因子として見出された。 
 
【結論】 
本研究の結果はマラリア撲滅への道程(pre-elimination)における住民の感染予防活動継続の困難性
を示す一方、撲滅達成後(post-elimination)でも住民主導が確立された地域においては予防活動が維
持可能なことを示し、地球規模マラリア根絶への試金石となる。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 マラリア撲滅において殺虫剤処理蚊帳(insecticide treated bed nets: ITN)が重要な戦略である。その
成否の鍵となる住民における長期継続使用性について健康信念モデル(Health Belief Model)により検
討したものである。 
マラリア撲滅プログラムが進行する南西太平洋ヴァヌアツ 2 島嶼を対象とした。アンバエ島では政
府主導による ITN 配布により原虫感染率は減少したが低度の伝播が続く。アネイチュウム島では
1991 年開始の住民主導による集団治療と ITN 配布によりマラリア撲滅が達成され維持されている。 
アンバエ島ロロフォリ村 91名およびアネイチュウム島アナルガワット村 354 名に対して質問票によ
る横断的量的調査 (Knowledge, Attitudes and Practices survey)および質的調査 (Focus Group 
discussion, Key Informants interview, In-depth interview)を実施し統合的に分析した。 
マラリアに対する怖れ(99%)、重症性(55%)、 ITN 有益性(79%)と使用志向性(93%)で両島間に差はな
かった。前夜の ITN 使用はアンバエ島(68%)よりアネイチュウム島(73%)で高い傾向があった(有意差
なし)。前者では原虫感染率低下に伴い住民のマラリア予防に対する関心低下が認められたが、後者
ではマラリア撲滅達成後もマラリア再興への怖れ、輸入阻止への動機づけ、健康な生活への期待が相
乗的に住民間の ITN 使用を維持していた。両島に共通して、乾季におけるマラリア感染危険性認識
低下、蚊帳使用による体感温度、費用の受益者負担、蚊帳の損傷、吊り困難性が ITN 使用への負の
因子として、ITN 無料配布、有益性に対する知識および啓発活動が正の因子として見出された。 
本研究の結果はマラリア撲滅への道程(pre-elimination)における住民の感染予防活動継続の困難性を
示す一方、撲滅達成後(post-elimination)でも住民主導が確立された地域においては予防活動が維持可
能なことを示した。 
 
以上の研究は、地球規模マラリア根絶への試金石となりうるものであり、本研究者は博士（医学）の
学位を授与されるに値すると判断された。 
